
議   第   ４２   号   

平成２８年 ２ 月２２日提出   

 

熊本市情報公開条例の一部改正について 

 

熊本市情報公開条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市情報公開条例の一部を改正する条例 

 

熊本市情報公開条例（平成１０年条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 

第１０条に次の１項を加える。 

２ 実施機関は、請求書に形式上の不備があると認めるとき又は当該請求書に記載さ

れた内容では対象文書の特定が困難であると認めるときは、開示請求者に対し、相

当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、実施機関

は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならな

い。 

第１２条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。 

２ 前項に規定する期間の計算に当たっては、次に掲げる日数は、当該期間に算入し

ない。 

(1) 熊本市の休日及び期限の特例を定める条例（平成元年条例第３２号）第１条第

１項に規定する市の休日の日数 

(2) 第１０条第２項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した

日数 

第１８条を削る。 

第１７条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条中「に対し、行政

不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づく不服申立て」を「又は開示請求に
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係る不作為に対し、審査請求」に、「当該不服申立て」を「当該審査請求」に改め、「処

分庁又は」及び「決定又は」を削り、同条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に

改め、同条に次の２項を加え、同条を第１８条とする。 

２ 開示等の決定又は開示請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審

査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定による諮問は、次に掲げる書面を添えてしなければならない。 

 (1) 行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第２９条

第２項の弁明書の写し 

 (2) 行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第３０条

第１項の反論書の写し（審査庁に対し当該書面が提出されている場合に限る。） 

 (3) 行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第３０条

第２項の意見書の写し（審査庁に対し当該書面が提出されている場合に限る。） 

 第１６条を第１７条とし、第１５条を第１６条とする。 

 第１４条第３項中「不服申立手続」を「審査請求手続」に、「所定の」を「規則で定

める」に改め、同条を第１５条とする。 

第１３条中「前条第２項後段」を「前条第３項後段」に改め、同条の次に次の１条

を加える。 

（事案の移送） 

第１４条 実施機関は、開示請求に係る文書等が他の実施機関により作成されたもの

であるとき、その他他の実施機関において開示等の決定をすることにつき正当な理

由があるときは、当該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関に対し、事案を

移送することができる。この場合において、移送をした実施機関は、開示請求者に

対し、事案を移送した旨を書面により通知しなければならない。 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関において、当

該開示請求についての開示等の決定をしなければならない。この場合において、移

送をした実施機関が移送前にした行為は、移送を受けた実施機関がしたものとみな

す。 

３ 前項の場合において、移送を受けた実施機関が開示請求に係る文書等の全部又は

一部を開示する旨の決定をしたときは、当該実施機関は、開示の実施をしなければ

ならない。この場合において、移送をした実施機関は、当該開示の実施に必要な協
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力をしなければならない。 

第１９条及び第２０条を次のように改める。 

（諮問をした旨の通知） 

第１９条 前条第１項の規定により諮問をした実施機関は、次に掲げる者に対し、諮

問をした旨を通知しなければならない。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をい

う。以下この項及び次条第１項第２号において同じ。） 

(2) 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

(3) 第１５条第１項又は第２項に規定する手続を経て、当該審査請求に係る開示等

の決定に係る文書等の開示に反対の意思を表示した第三者（当該第三者が審査請

求人又は参加人である場合を除く。） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） 

第２０条 第１５条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合

について準用する。 

(1) 開示の決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

(2) 審査請求に係る開示等の決定（開示請求に係る文書等の全部を開示する旨の決

定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る文書等を開示する旨の裁決（第三者

である参加人が当該文書等の開示に反対の意思を表示している場合に限る。） 

 

   附 則 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 実施機関の開示等の決定又は開示請求に係る不作為についての不服申立てであっ

てこの条例の施行前にされた実施機関の開示等の決定又はこの条例の施行前にさ

れた開示請求に係る不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

 

（提出理由） 

  行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第

６９号）の施行による行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法

律第４２号）の一部改正に伴い、本市もこれに準じる等、所要の改正を行う必要が

ある。 
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  これが、この条例案を提出する理由である。 
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